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1. 業務概要 

 

1.1 業務の目的 

 

平成 26 年 11 月に成立した「空家等対策の推進に関する特別措置法」（平成 26 年法律第

127 号）の施行に伴い、地方公共団体においては空き家の所在・所有者等の特定を行い必要

な措置を講じることが求められるようになった。本業務は、二本松市全域における空き家の

実態調査として空き家の数や分布状況、老朽度合を把握するとともに、空き家所有者への意

向調査を行い、今後の利活用の可能性を把握することを目的とした。 

平成 28 年度実態調査時には、これらの関連情報を地図データ上に表現し、関係部署及び

関係機関で共有及び一元的に管理を行うこととともに、建築住宅課で使用している地理情報

システム（以下「GIS」と言う。）へ登載する GIS データを作成した。これらの情報に基づき、

令和７年度の本業務においては、改めて調査を行い、情報の更新を行った。 

 

 

1.2 業務概要 

（１）業 務 名 ：二本松市空家等実態調査業務委託 

（２）業 務 箇 所 ：二本松市全域 

（３）履 行 期 間 ：令和 7 年 2 月 5 日 ～ 令和 8 年 2 月 27 日 

（４）発 注 者 ：二本松市 建設部 建築住宅課 

（５）受 注 者 ：株式会社パスコ 福島支店 

 

1.3 成果品 

（１）空家等実態調査報告書（台帳情報附属、GIS 出力図）及び電子データ 1 式 

（２）空き家カルテ（外観目視調査及び意向調査結果調書）電子データ  1 式 

（３）空き家 GIS データ（shape 形式）     1 式 

（４）空き家分布図       1 式 

（５）意向調査結果及び意向調査票      1 式 

（６）打合せ協議簿       1 式 

（７）その他発注者が指示する資料      1 式 
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1.4 業務項目 

 

表 1-4 業務項目 

 

  

工種 種別 細別 

数量 

摘要 
単位 数量 

二本松市空家等実態調査業務委託    

 全体計画準備    

  全体計画準備 式 1  

  資料収集整理 式 1  

 調査方法の検討    

  調査方法の検討 式 1  

 空き家候補の抽出    

  水道使用者情報の整理 式 1  

  行政区への調査協力依頼と整理 式 1  

  空き家候補の抽出 式 1  

 空き家の特定    

  現地確認調査（現地 1 次調査） 式 1  

  老朽度の外観目視調査（現地 2 次調査） 式 1  

  調査結果とりまとめ 式 1  

 空き家所有者の特定    

  
家屋課税台帳による所有者の把握 

及び所有者リスト作成 
式 1  

 空き家調査チラシ作成    

  空き家調査チラシ作成 式 1  

 所有者への意向調査    

  調査票の設計 式 1  

  宛名ラベルの作成 式 1  

  調査票、封筒等印刷 式 1  

  封入、発送、回収 式 1  

  入力、集計、分析 式 1  

 空き家台帳カルテの作成    

  空き家カルテの作成 式 1  

 報告書のとりまとめ    

  報告書のとりまとめ 式 1  

 打合せ協議    

  打合せ協議 式 1  
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1.5 空家等実態調査詳細フロー 

空家等実態調査の流れを以下に示す。 

 

  

現地調査資料作成（位置入力、調査票作成、図面作成、マニュアル作成） 

現地調査 

空き家の特定 

現地調査結果の入力・集計 

所有者の特定 

居住なし 

居住あり 

図 1-5 空家等実態調査詳細フロー 

開栓 

空き家候補（現地調査対象） 

居住あり（非空き家） 

閉栓・停止 

使用量０ 

居住あり 

行政区調査 ③前回調査 

意向確認調査 結果集計・分析 

空き家候補 

空家等実態調査 

ＧＩＳデータベース作成 

①水道情報 

②行政区情報 

意向確認調査 

空き家候補 

居住なし：空き家特定 

居住あり 

空き家候補 

報告書とりまとめ 

④都市計画 

基礎調査 

⑤市で把握して

いる空き家 

資料収集・整理 

① 水道使用者情報 

② 行政区調査を実施するための資料（行政区界） 

③ 平成 28 年度実態調査での空き家箇所 

④ 都市計画基礎調査資料 

⑤ 市で把握している空き家 

⑥ 固定資産情報（地番図、家屋図、航空写真） 
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2. 調査結果 

 

2.1 現地調査結果集計 

 

（１）現地１次調査結果集計 

水道閉栓情報・行政区調査結果、前回調査、都市計画基礎調査、空き家相談の結果によ

り抽出された調査対象 2,354 件、及び現地で追加した 10 件について現地１次調査を行っ

た。 

 

表 2-1①  現地１次調査数量まとめ         （件）   

抽出根拠 
抽出件数 

（全件） 

判定結果 

空き家候補 

（現地２次調査対象） 
対象外 

空き家候補抽出結果 2,354 1,746 608 

１次調査にて追加 10 10  

計 2,364 1,756 608 

※「対象外」は、居住・使用中、建物なし、集合住宅など、調査対象外とした建物である。 

※抽出結果から、空き家候補（現地２次調査対象としたもの）と、現地１次調査にて現地追加し

たものを合計して 1,756 件となった。 

※現地１次調査は住宅地図建物ベースで調査を実施しており、現地２次調査以降は長屋等を１つ

の建物とする等、家屋形状を統合して調査を実施したため、86 件の除外が生じた。また、２

次調査結果において、現地での新規空き家（現地追加）を 4 件追加した。そのため、現地２次

調査件数は 1,674 件とした。 

 

 

（２）現地２次調査結果集計 

現地１次調査により抽出された調査対象箇所 1,674 件について、現地２次調査を行った。 

 

表 2-1②  現地２次調査数量まとめ      （件）     

調査件数 

（全件） 

判定結果 

空き家 

である 

判断 

できない 

空き家 

でない 
建築物なし 

1,674 1,466 31 160 17 

※「空き家である」と「判断できない」の合計件数は 1,497 件となった。 
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  以下に、現地２次調査結果のグラフを示す。 

 

 

図 2-1① 現地２次調査における空き家の分類 

 

 

  現地２次調査件数 1,674 件について、下記の通り地域ごとにとりまとめた。 

 

表 2-1③  地域ごとの現地２次調査まとめ[件数及び構成割合] 

地 域 
調査件数 

（全件） 

判定結果 

備考 空き家 

である 

判断 

できない 

空き家 

でない 
建築物なし 

二本松 767 
670 

(87.4%) 

14 

(1.8%) 

73 

(9.5%) 

10 

(1.3%) 
（）内は地域 

内の割合 

安達 198 
159 

(80.3%) 

8 

(4.0%) 

30 

(15.2%) 

1 

(0.5%) 
（）内は地域 

内の割合 

岩代 434 
397 

(91.4%) 

2 

(0.5%) 

33 

(7.6%) 

2 

(0.5%) 

（）内は地域 

内の割合 

東和 275 
240 

(87.3%) 

7 

(2.5%) 

24 

(8.7%) 

4 

(1.5%) 
（）内は地域 

内の割合 

計 1,674 
1,466 

(87.6%) 

31 

(1.9%) 

160 

(9.6%) 

17 

(1.0%) 

（）内は全体

の割合 

 

二次調査対象pnt.d
bf

 

 

  

1,466件

87.6%

31件

1.9%

160件

9.6%
17件

1.0%

【現地２次調査結果 総数：1,674件】

空き家である

判断できない

空き家でない

建築物なし

・現地２次調査の結果、空き家である家屋は 1,466 件、判断できない家屋は 31 件、合計で

1,497 件の家屋が空き家候補と判定された。 

・空き家候補 1,497 件のうち、二本松地域は 684 件、安達地域は 167 件、岩代地域は 399

件、東和地域は 247 件となっている。 
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 （３）空き家率 

 空き家率については、地域ごとの世帯数＋空き家候補数を地域内の建物数と定義し、

建物数に占める空き家候補数の割合を空き家率として計算した。 

 

表 2-1④ 地域ごとの空き家候補数と空き家率 

地 域 空き家候補数 世帯数 
世帯数＋ 

空き家候補数 
空き家率 

二本松 684 12,183 12,867 5.3% 

安達 167 4,422 4,589 3.6% 

岩代 399 2,162 2,561 15.6% 

東和 247 1,960 2,207 11.2% 

計 1,497 20,727 22,224 6.7% 

※世帯数は住民基本台帳による令和 8 年 1 月 1 日時点 

 

 

（４）老朽度のまとめ 

空き家の老朽度については、「外観目視による住宅の不良度判定の手引き（案）」（平成

23 年 12 月国土交通省 住宅局 住環境整備室）に基づき、評点の合計点を集計した。合計

点によって、下表のとおりの区分とした。 

 

表 2-1⑤ 老朽度調査の区分 

判定区分 点数 備考 

Ａ判定 0～20 点 現状のまま利活用が可能な空き家 

Ｂ判定 21～50 点 一部修繕等は要するが利活用が可能な空き家 

Ｃ判定 51～70 点 今後経過観察が必要な空き家 

Ｄ判定 71～99 点 
経過観察が必要であり、適切な管理を行う必要がある空

き家（※管理不全空家候補） 

Ｅ判定 100 点以上 
特定空家等となる可能性があり、重点的な対策が必要な

空き家 
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老朽度判定結果について、下記の通り地域ごとにとりまとめた。 

 

表 2-1⑥  地域ごとの老朽度判定まとめ[件数及び構成割合] 

地 域 
調査件数 

（全件） 

判定結果 
備考 

Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 Ｄ判定 Ｅ判定 老朽度不明 

二本松 684 
456 

(66.7%) 

144 

(21.1%) 

15 

(2.2%) 

24 

(3.5%) 

44 

(6.4%) 

1 

(0.1%) 
（）内は地域 

内の割合 

安達 167 
102 

(61.1%) 

34 

(20.3%) 

7 

(4.2%) 

4 

(2.4%) 

20 

(12.0%) 

0 

(0.0%) 
（）内は地域 

内の割合 

岩代 399 
215 

(53.9%) 

81 

(20.3%) 

29 

(7.3%) 

21 

(5.2%) 

53 

(13.3%) 

0 

(0.0%) 

（）内は地域 

内の割合 

東和 247 
118 

(47.8%) 

58 

(23.5%) 

17 

(6.9%) 

19 

(7.7%) 

35 

(14.1%) 

0 

(0.0%) 
（）内は地域 

内の割合 

計 1,497 
891 

(59.5%) 

317 

(21.2%) 

68 

(4.5%) 

68 

(4.5%) 

152 

(10.2%) 

1 

(0.1%) 

（）内は全体

の割合 

 

以下に、今回の調査エリアにおける老朽度判定結果のグラフを示す。 

 

図 2-1② 老朽度判定結果 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

891件

59.5%
317件

21.2%

68件

4.5%

68件

4.5%

152件

10.2%

1件

0.1%

【老朽度判定結果 総数：1,497件】

Ａ判定

Ｂ判定

Ｃ判定

Ｄ判定

Ｅ判定

老朽度不明

・Ａ判定が 891 件ある。これらの建物は外観上、そのまま利活用が見込める。 

・Ｂ判定が 317 件ある。これらの建物は、現状では修繕等を実施することで利活用を見込

むことができる。 

・Ｃ判定が 68 件ある。これらの建物は一定の老朽化が見られ、今後経過観察が必要であ

る。 

・Ｄ判定が 68 件ある。これらの建物は要注意建物であり、管理不全空家候補である。今

後維持管理されない場合は、特定空家等となるおそれがある。 

・Ｅ判定が 152 件ある。これらの建物は保安上著しく危険である特定空家等候補であり、

今後除却等を含め、対策の検討が必要である。 
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2.2 とりまとめ・課題整理 -前回調査結果との比較- 

下記に、前回調査と本調査における空き家件数比較表と空き家率の変化について示す。この

結果より、全ての地域で空き家数が増加しており、特に岩代地域と東和地域で空き家率が増加

している。これらの地域は他地域と比較しても人口減少・少子高齢化が進んでいる地域である。

先述の通り、居住者の高齢化が要因となる空き家が多く発生していることから、今後人口減

少・少子高齢化がさらに進むことで、急激に空き家が増加することが懸念される。 

このことから、今後空き家になると想定される高齢者のみ居住世帯など”空き家予備軍”への

対策も合わせて進めることが必要であると考えられる。 

 

表 2-2① 前回調査と本調査における空き家件数の比較と増減 

地 域 
空き家候補数 

増減 
H28 R7 

二本松 383 684 301 

安達 87 167 80 

岩代 272 399 127 

東和 118 247 129 

計 860 1,497 637 

 

表 2-2② 前回調査と本調査における世帯数の比較と増減 

地 域 
世帯数 

増減 
H28 R7 

二本松 11,739 12,183 444 

安達 3,706 4,422 716 

岩代 2,315 2,162 -153 

東和 2,036 1,960 -76 

計 19,796 20,727 931 

※平成 28 年度調査における世帯数は住民基本台帳による平成 29 年 1 月 1 日時点 

※令和 7 年度調査における世帯数は住民基本台帳による令和 8 年 1 月 1 日時点 

 

表 2-2③ 前回調査と本調査における空き家率の比較 

地 域 
空き家候補数 世帯数 

世帯数＋ 

空き家候補数 
空き家率（％） 

H28 R7 H28 R7 H28 R7 H28 R7 

二本松 383 684 11,739 12,183 12,122 12,867 3.2 5.3 

安達 87 167 3,706 4,422 3,793 4,589 2.3 3.6 

岩代 272 399 2,315 2,162 2,587 2,561 10.5 15.6 

東和 118 247 2,036 1,960 2,154 2,207 5.5 11.2 

計 860 1,497 19,796 20,727 20,656 22,224 4.2 6.7 
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2.3 とりまとめ・課題整理 -意向調査を踏まえた最終的な空き家件数について 

 

（１）令和 7 年度調査の最終的な空き家件数 

現地調査の結果、市内の空き家件数は 1,497 件であった。これに加え、現地調査の対象外で

あった空き家バンク登録物件 10 件を加えると、全体の空き家件数は 1,507 件となった。 

このうち、意向調査結果の問 2 において「すでに解体済み」「居住している」と回答のあっ

た家屋 41 件と、除却届によりすでに解体が確認された家屋等 10 件の、合わせて 51 件を対象

から除外し、それ以外の空き家を“最終的な空き家”として定義した。結果、“最終的な空き

家”は 1,456 件となった。 

なお、アンケート未回答の家屋については、すでに解体済みである等、“最終的な空き家”

ではない可能性があることに留意する必要がある。 

 

※現地調査対象外であった空き家バンク登録物件 10 件を加えた件数 

 

 

 

 

  

全体の空き家件数 1,507 件 

除 外 内 容 件数 

 ①意向調査問 2「すでに解体済み」「居住している」と回答のあったもの 41 件 

②すでに解体済みまたは解体見込みであったもの等（市で確認したもの） 10 件 

小 計（①＋②） 51 件 

“最終的な空き家”件数 1,456 件 

除外 
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（２）平成 28 年度調査の最終的な空き家件数 

本項目では、令和 7 年度調査との比較の観点で、平成 28 年度調査における“最終的な空き

家”をとりまとめた。 

平成 28 年度調査では、市内の空き家件数は 860 件であった。このうち、意向調査結果の問

1 において、「すでに解体済み」と回答のあった家屋 2 件、及び問 1 で「自分、または関係者

のものである」と回答があったもののうち、問 3 で「貸家として入居者が住んでいる」「常時

住んでいる」と回答があった家屋 13 件の、合わせて 15 件を除外した結果、“最終的な空き家”

件数は 845 件となった。 

 

 

 

 

 

 

（３）令和 7 年度調査と平成 28 年度調査における“最終的な空き家”件数 

（１）及び（２）における“最終的な空き家”件数をとりまとめた。 

 

表 2-3 平成 28 年度調査と令和 7 年度調査における”最終的な空き家”件数の比較 

地 域 
平成 28 年度 

調査 

令和 7 年度 

調査 
増減 

“最終的な空き家”件数 845 1,456 611 

 

 

 

全体の空き家件数 860 件 

除 外 内 容 件数 

 ①意向調査問 1 で「すでに解体済み」と回答のあったもの 2 件 

②意向調査問 1 で「自分、または関係者のものである」と回答した中で、 

問 3 で「貸家として入居者が住んでいる」「常時住んでいる」 

と回答のあったもの 

13 件 

小 計（①＋②） 15 件 

“最終的な空き家”件数 845 件 

除外 


